日本と中国の農業金融改革──農業協同組合と農村信用社── by 岸 真清
日本と中国の農業金融改革
──農業協同組合と農村信用社──
岸 真 清
グローバル化が進展する中で，地域の所得と雇用の拡大に貢献するはずの農業は低迷し
ている。農業収益率と農家の投資意欲の向上，それを支える資金チャンネルの改善に打開
策を求め，日本の農業協同組合（農協）と中国の農村信用社を中心にして，農業部門が抱
える課題と農業金融改革のあり方を論じるのが，本稿の目的である。
本稿は，農業部門の中でも特に地域に密着したコミュニティ型農業（小規模な野菜作，
花き作，都市近郊の小規模水田作など）を対象にするが，内生発展アプローチなどを参考
に，コミュニティが潜在的に持つ収穫逓増型生産の可能性を重視する。コミュニティにお
ける諸経済主体の活動は，農協および農村信用社のバランスシートに表われる。農村信用
社の年平均成長率は農協をはるかに上回っているが，農協の貯貸率が低いのと対照的に，
農村信用社は準備資産が小さくインフォーマル金融から資金調達を行うとともに中央銀行
および中央政府との取引を行っている。
今後，農協はその自主性を高め，農家，農業法人との連携を強める必要があるように思
われる。中央・地方官庁の影響を受けやすい農村信用社は農協よりもさらに厳しい状況に
あるだけに，土地使用権の正確な評価システム構築，インフォーマル金融機関との協業を
通じて，市場メカニズムの機能を高める必要がある。日本の農業関連ファンドの設定も参
考になるものと思われる。
．は じ め に
日本も中国も，農業金融改革を急いでいる。高齢化や所得格差が深刻化する中で，地域経
済の推進者としての農業の活性化の必要性が，その背景になっている。活性化の主役は農業
者と市民自身であるが，中央・地方政府，金融機関，企業，市民グループなどの協業が鍵を
握るものと思われる。
中でも，農業関連金融機関を代表する日本の農業協同組合（農協）と中国の農村信用社の
仲介機能が重要と思われるが，これらの協同組織金融機関が本来の役割を果たすための環境
整備が不可避である。実際，日本においては，地域農協の独自性と創意工夫を高め，農業の
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競争力を強化するため，JA農協が有する経営指導を弱める政策が遂行されつつある。中国
においても，農村信用社の官僚的体質を改善して，地域の農業および小規模事業に対する資
金供給を円滑化する政策がとられている。
これらの政策が農業者（専業農家および第種兼業農家）の投資意欲を高め収益を増加さ
せるはずであるが，現状は厳しい。多様な作目と生産様式によって特徴付けられる農業は，
コミュニティ型農業と産業型農業に大別される。このうち，本稿は，コミュニティ（共助社
会）を基盤とするコミュニティ型農業に潜在する収穫逓増現象に期待を掛けることにする。
そこでの農協と農村信用社のかかわりを中心にして，農業改革を評価するとともに農業活性
化の手段を論じることが，本稿の目的である。
そのため，第章において，農協と農村信用社をめぐる農業金融改革を展望，また課題を
指摘する。続いて，第章において，2000年度，2005年度，2010年度，2013年度のバランス
シートに基づいて，農協と農村信用社の資産と負債残高の推移を比較検討する。第章は，
内生成長モデルおよび内生発展アプローチを参考にしながら，なぜ，本稿が収穫逓増の可能
性と組織を強調するのか，その理由を述べる。第章は，収穫逓増に貢献する農協，農村信
用社と政府，市民グループ，企業との協業の進展を，具体的にファンドの事例から考察す
る。また，日本の協業の事例が，中国の制度改革の参考になることを指摘する。最後に，ま
とめと若干の提案を行う。
．農業部門の実情と農業金融改革
日本も中国も，農業部門の活性化策を重視している。地域格差や高齢化が深刻化する中
で，農業が地域経済活性化の推進者として期待されるだけでなく，グローバル展開の可能性
を秘めていることが，その背景になっている。
2-1 日本のケース
アベノミクスの第の矢である成長戦略は，金融・財政刺激政策を通じて投資マインドを
喚起することで，日本経済を復活させようとしている。その特徴は，グローバル化ととも
に，地域の資源を活用した技術革新の推進，産学金官協業による地域経済循環，農業基盤の
強化など，地域経済活性化を掲げていることである。
しかし，農業部門の実情は厳しい。農業就業者数は1970年度の811万人から2011年度の201
万に減少，同期間の農業就業者が総就業者に占めるシェアも15.9％から3.3％に低下してい
る。また，農業総生産が国内総生産に占めるシェアは，1970年度の4.4％から2012年度には
1.0％に低下，農業総固定資本形成が総固定資本形成に占めるシェアも，1970年度の4.2％か
ら2011年度の1.8％に低下している
1)
。
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農業部門の低迷は，農業協同組合（農協）の低い預貸率（貯貸率）にも表れている。都市
銀行，地方銀行，第二地方銀行，信用金庫，信用組合と比べて，農協の貯貸率は突出して低
い。ちなみに，農協の預金は，2000年度の72.1兆円から2013年度の91.5兆円に増加している
が，貸出は2000年度の21.5兆円，2013年度の23.4兆円と伸び悩み，その結果，貯貸率は
29.8％から25.6％に低下している。他の金融機関の預貸率も2000年度末に比べて低下してい
るが，それでも2013年度の都市銀行61.6％，地方銀行72.8％，第二地方銀行74.5％，信用金
庫50.4％，信用組合52.4％は農協のそれよりもはるかに高い
2)
。
農協の貸出の低迷は，低い農業所得が農業生産意欲を弱め，自己資金および借入資金によ
る投資を妨げているためと思われる。2012年度の日当たり農業所得は6,758円であったが，
常用労働者人以上の製造業の平均賃金の18,947円に比べると，分の程度にすぎない。
しかも，1960年度当時の農業所得が1,098円であって製造業賃金の847円よりも高かったこと
と比べると農業所得の相対的な低下が顕著である。
この状況を打開して，農業の担い手不足を緩和するため，2013年月，担い手の育成，農
地などの生産現場の強化，農村漁村の次産業化など「攻めの農業」に向けた諸施策が実施
されることになった。中でも，「人・農地プラン」は，地域や集落自身が地域の農業の担い
手を育成するとともに農地を確保するものであるが，市町村がまとめ役となって，農地利用
の設計図を描くことに特徴がある。このプランを資金面から支えるため，就農直後の所得を
確保する青年就農給付金の給付，農業の担い手（中心となる経営体）への農地の集積を円滑
化する農地集積協力金，農業機械などの取得を補助する経営体育成支援事業などが実施され
た。また，「人・農地プラン」に沿って，日本政策金融公庫，農林中央金庫，民間金融機関，
都道府県農業信用基金協会による地域農業向け融資の金利軽減策や利子補給金の交付に加え
て，信用保証制度の強化策がとられた。
加えて，成長産業として農林漁業を活性化するため，農林漁業成長産業化ファンドが本格
的に始動することになった
3)
。ファンドの目的は，株式会社農林漁業成長産業化機構法に基
づいた新たな支援機構（A-FIVE）を設立し，農山漁村の次産業化，再生エネルギーの導
入促進，輸出戦略の立て直し，新産業の創出を通じて，所得，雇用の増加，地域経済の活性
化を図ることにある。これら新たな次産業化を推し進めるため，農林漁業者などが個別
に，そして食品業者，流通業者，観光業者などの多様な事業者と連携して行うビジネスモデ
ルに向けて，直接，間接的に，国，地方団体，民間資金と共同出資する狙いを持っている。
2015 日本と中国の農業金融改革(岸) 293
1) 農林水産省編（2014），46−47ページによる。
2) 農林中央金庫『農林金融』各年次版による。
3) 農林水産省編（2013），397−401ページによる。また，農林水産省食料産業局ウェブ・ページ
「農林漁業成長産業化ファンドの概要」を参照。
しかし，これらの施策が必要とされたのも，次産業向け融資が成功を収めているとは言
い難い状況にあったからである。今後とも次産業化や TPP加入に向けた農業経営力の強
化が喫緊の課題になっている。それを推進する農協の使命も強まっている。
2-2 中国のケース
農業部門の低迷は，日本だけではない。めざましい発展を遂げてきた中国経済ではあった
が，1990年代半ば頃から都市と農村の格差が目立ち始め，農業，農村，農民にかかわる三農
問題に苦慮することになった。National Bureau of Statistics of China の China Statistical
Yearbook 2014によって1990年から2013年までの農村と都市の所得を比べてみても，1990年
の農村家計の人当たり可処分所得は686元であって都市家計1,510元の45.4％という水準で
あった。その後，農村家計の人当たり所得は2013年に8,896元に増加したものの，都市家
計も26,955元まで大幅に増加したため，都市家計の33.0％にまで低下した。消費と貯蓄に関
しても同様な傾向にあるが，ちなみに，農村家計の貯蓄は1990年の都市家計の42.6％から
2013年の19.7％に低下した。
地域経済の活性化にとって，農業生産の効率化と貯蓄・投資の拡大が不可欠であるが，金
融自由化と地方分権化を軸とする金融改革の下，中国の農業政策も都市農村間格差の縮小を
目指してきた
4)
。
中国の農業関連金融機関はフォーマル金融機関とインフォーマル金融機関によって構成さ
れている。フォーマル金融機関には，①中国農業銀行，②中国農業発展銀行，③農村信用
社（農村信用合作社），④農村商業銀行，⑤国家開発銀行，⑥新型農村金融機関（村鎮銀
行，貸出会社（ノンバンク），農村資金互助会），⑦少額貸出会社が存在している。他方，
インフォーマル金融機関には，農村合作基金会，互助組織（会），少額貸出業者（フォーマ
ル化した業者を少額貸出会社と称する），親戚・友人など，公式に認可されていない機関が
含まれる。
これらの金融機関の中で農業金融として特に重要な役割を果たしてきたのが，農村信用社
と中国農業銀行である。ちなみに，2007年時点の渉農融資残高のうち，国有商業銀行が
36.4％，農村合作銀行が34.1％を占めていた。特に，農村信用社の融資残高は農村合作金融
機関全体の80.3％，総融資額の27.4％を占めていた
5)
。一方，国有商業銀行の渉農融資はほ
とんどが中国農業銀行のものと考えられる。
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4) 岡嵜久美子（2010），257−288ページ，王雷軒（2013），53−58ページ，岸真清（2015b），288−
291ページを参照。
5) 王雷軒（2013），62ページによる。
したがって，中国の農業関連金融機関の生成と発展過程も，中国農業銀行と農村信用社を
中心にして展望することができる。まず，中国農業銀行は，中国人民銀行が中央銀行業務に
専念するため普通銀行業務を専業銀行に委譲する過程において，1983年に，大商業銀行の
一翼として発足した。その後，1986年に投資信託司，リース会社などのノンバンク金融機関
が設立されたが，内部コントロールの弱さや国営企業の遅れがバブルを醸成した。そこで，
1993年以降，国営企業と中央・地方政府の介入を避け，金融機関の経営効率を改善する目的
から，中央銀行の監督体制が強化されることになった。同時に，①政策融資と商業融資の
設立，②国有銀行の株式制移行を軸とする市場メカニズム重視型の政策がとられた。
その一環として，1994年に，農業銀行と工商銀行が担当していた農業政策金融を引き継い
で，中国農業発展銀行が設立された。当初は，国有食糧企業に対する食料買付・備蓄資金の
融資を目的としていたが，2007年以降は農業・農村インフラ整備向け融資を行うようになっ
た。ただし，農家への貸付を行うものではなかった。また，中国農業銀行は2010年10月に上
場されたが，2005年10月上場の中国建設銀行および中国銀行，また2006年10月上場の中国工
商銀行に比べ遅れたのは，不良債権比率が高かったことによる。
次に，農村信用社は1990年代半ば中国農業銀行から分離したが，中国農業銀行が都市的な
性格を有しているのに比べ，協同組合的，地域密着型の性格を有し，市場ベースでの経営が
難しい零細な資金需要に応える目的を持っている。そのため，農村信用社は厳しい経営を続
けてきた。
この状況を打開するため，2003年に「農村信用社改革を深化させる実施案」が策定され
た。改革の骨子は，①農村信用社管理権限の省級政府への委譲や省連合会の設立を通じた
農村信用社管理体制の構築，②財産権の明確化を目的とした農村信用社の経営状況を把握
しながら企業や個人の出資を可能にする銀行（農村商業銀行と農村合作銀行）設立，③郷
鎮レベルの農村信用社と県連合会の統合，④農村信用社の債務超過処理を目的とした財政
部による財政補塡や法人税の減免や中国人民銀行による再融資や専用手形の発行を通じた資
金注入が行われた
6)
。
これらの政策は，中央政府の直接的なコントロールから省レベルのものに変更するところ
に特徴があった。結局，農村信用社は農村商業銀行，県連合会（農村信用社を含む），農村
合作銀行によって構成される農村信用社組織に編成されることになった。その理由は，農村
信用社の協同組合としての特徴を弱め，商業ベースの経営を導入することで，経営を強化す
ることにあった。農業信用社組織を構築するため，まず，農村信用社を県連合会に統合，次
いで，可能な場合には農村商業銀行に転換，不可能な場合には商業銀行と株式会社の混合形
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6) 王雷軒（2014），40−42ページ。
態である農村合作銀行に転換することになった。
しかし，農村信用社を主な対象とする改革も必ずしも農村金融の改善につながったわけで
はない。2006年に銀監会が地域密着型の中小金融機関の設立を促進する方針を示すまでは，
農村信用社と中国農業銀行とりわけ農村信用社を重視した反面，小口融資などを軽視した改
革であった
7)
。すなわち，金融市場への参入や中小商業銀行の新設を制限する一方，もっぱ
ら農村信用社を近代的な商業銀行に再編することを目的としてきたそれまでの方針を変更し
て，市場参入規制の緩和を通じて金融機関の新設を促すものであった
8)
。新設金融機関の農
村金融進出を可能にする措置によって，村鎮銀行，貸出会社（ノンバンク），農村資金互助
会が設立されることになった。地域密着型の新しいタイプの金融機関の登場が農業銀行と農
業発展銀行の改革のペースを早めることになったが，村鎮銀行や貸出会社の設立は現存の商
業銀行の参加を条件としていたため，新型農村金融機関の参入は依然として厳しいものがあ
った。
そこで，2008年，「少額貸出会社の施行に関するガイドライン」が銀監会と中国人民銀行
によって発表され，省政府が監督責任を持つことを条件に少額貸出会社の設立が認可される
ことになった。今後，これらの新型農村金融機関と農村信用社，それに農村部のインフォー
マル金融機関の協業が鍵を握ることになる。
．農業金融機関の業容
地域の農業金融を代表する農業協同組合（農協）と農村信用社は，それぞれ，農業生産向
け融資が停滞気味である。改革に迫られている背景を，農協と農村信用社のバランスシート
から検討してみよう。
3-1 農業協同組合
各地域を基盤とする農協は，信用事業，共済事業，購買事業，販売事業，農業倉庫事業，
加工利用事業などを行っているが，農林中央金庫の『農林漁業金融統計』によれば，2012年
度の事業総利益は兆8,781億円であった。その主な事業である信用事業，共済事業，購買
事業，販売事業の構成比は，それぞれ，41.0％，25.9％，17.7％，7.3％であった。しかし，
2000年度の事業総利益兆1,904億円に比べて減少している。また，同年の構成比は，それ
ぞれ，35.2％，26.6％，24.5％，6.3％であったので，信用事業と販売事業，特に信用事業
が伸長した反面，共済事業と購買事業は減少したことになる。
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7) 2006年の改革については，阮蔚（2008），21−26ページを参照。
8) 韓俊（2008），10−13ページ。
次いで，信用事業，共済事業，農業関連事業，生活その他事業，営農指導事業の視点か
ら，税引前当期利益率を見てみると，信用事業は2004年度から2012年度にかけて1,684億円
から2,510億円に増加している。しかし，同期間の共済事業は，2,146億円から1,524億円に
減少，さらに，農業関連事業，生活その他事業，営農指導事業は赤字が続いている。ちなみ
に，同期間の農業関連事業は，304億円から250億円へと赤字幅を減らしている。同様に，生
活その他事業は324億円から268億円，営農指導事業は1,138億円から1,128億円へと赤字幅を
減らしているが，農協の経営効率が改善されただけでなく，実体経済面での活動が縮小して
いることを示唆している。
それだけに，信用事業が重みを増しているが，貯貸率が表していたように，低調な貸出と
いう問題を投げ掛けている。農業関連向け融資は，農林中央金庫（農林中金），信用農業協
同組合連合会（信農連），農協が行っているが，農協の貸出残高が最も大きく，2014年月
末時点の農業関連向け貸出残高の64.8％を占めている。ちなみに，農林中金と農信連のシェ
アは，それぞれ，17.8％，17.5％である。しかし，農協による農業関連向け融資残高が総貸
出残高に占めるシェアは，信農連の5.3％および農林中金の2.2％より高いものの，5.9％に
すぎない。
それゆえ，地域の特性に合わせた事業を展開するためには，農協自身の自立と経営力の強
化が必要になる。農協の上部組織である全国農業協同組合中央会（JA全中）のコントロー
ルを弱める農協改革も，その一環である。
この課題を論じるため，農協の事業を，2000年度（2001年月），2005年度（2006年
月），2010年度（2011年月），2013年度（2014年月）のバランスシートから見てみよう。
まず，資産を示す表 3-1によって，農協の行動を，次のように捉えることができよう。
）農協の資産残高（負債・純資産残高）は2000度の92兆5,125億円から2013年度の110兆
6,940億円へと増加，年平均成長率は1.4％であった。
）預け金のシェアが圧倒的に高い。総資産に占める2000年度のシェアは51.6％であった
が，2013年度に58.7％とさらに上昇した。
）有価証券・金銭の信託も預け金とともに準備資産の一翼を担っているが，2000年度，
2013年度とも，シェアは4.1％であった。そのうち，主な金融商品は国債，地方債，社
債・その他であるが，2013年度の地方債のシェア24.3％は，国債の40.1％に次ぎ，社
債・その他の23.3％を上回っている。また，年平均成長率は，社債・その他が−1.9％
であるのと対照的に，地方債5.9％と国債4.5％の上昇が目立っている。
）収益資産を代表するのが貸出金と外部出資であるが，貸出金のシェアは2000年度の
23.8％から2013年度の20.7％に低下している。ただし，外部出資の規模は小さいもの
の，同期間の年平均成長率が7.2％，またシェアは1.6％から3.3％へと上昇している。
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次に，負債・純資産残高を示す表 3-2から，農協の行動を検討してみよう。
）最大の負債項目は貯金であるが，負債・純資産残高に占めるシェアも2000年度の
77.9％から2013年度の82.5％へと微増している。貯金に占める定期預金・積金と普通預
金の2013年度のシェアは，それぞれ，68.1％，31.0％であるが，2000年度のシェアと比
べ，定期預金・積金が伸び悩んでいるのと対照的に，普通預金が上昇している。ちなみ
に，年平均成長率は，普通預金の4.9％に対して，定期預金・積金は0.9％に留まってい
る。
）信用・共済借入金，信用・共済雑負債，共済資金は，貯金と異なって減少気味である
ことから，共済加入者の伸び悩みを推測できる。
）受取手形，売掛金，未収金取引を表す経済支払勘定と資産欄の受取勘定の推移から，
農協の購買・販売事業の伸び悩みがうかがわれる。
）信託行為に基づく負債欄の経済受託債務も，経済受取勘定と同様，伸び悩んでいる。
）組合員出資金は資本とみなされるが，2000年度から2013年度にかけて微増している。
）剰余金は各年次とも，4.0％をわずかに下回る水準を保っている。
中央大学経済研究所年報 第47号298
表 3-1 農業協同組合のバランスシート（資産) （単位：億円）
(出所) 農林中央金庫，『農林漁業金融統計』，各年次版より抜粋，作成。
649,505582,035541,069477,739預け金
3,8513,7933,7123,276現 金
2013年度2010年度2005年度2000年度
金融債
10,9419,9576,4835,209地方債
18,04718,06719,95110,147国債
44,99250,59947,59338,309有価証券・金銭の信託
13,393社債・その他
8378132233金銭の信託
155188279254株式
5,29411,2797,7329,074
5,7366,501経済受取勘定
−2,783−3,201−4,697──信用・共済貸倒引当金
229,350237,815213,186220,079貸出金
10,47211,03113,016
5,2546,7226,742雑資産
2,2112,3202,9544,066棚卸資産
3,6682,7813,4624,609経済受託債権
6,6335,506
43,44438,40539,82449,271本支所勘定
36,27927,77219,68914,622外部出資
33,44834,38037,13738,767固定資産
5,011
1,106,9401,036,836970,810925,125合 計
49,05246,78451,53555,324費 用
2,2792,5932,8885,820その他
）収益と費用の関係から，堅実な経営がうかがわれる。
上述のように，農協の資金運用面において，準備資産のシェアが大きい反面，収益資産の
シェアが小さいことが特徴的である。農協は購買生協や信用組合など他のタイプの組合と異
なって信用事業の兼業が認められているが，農協に集まる貯金の64.6％が預け金として都道
府県信用農業協同組合連合会（信農連）に貯金されることも特徴的である。また，有価証
券・金銭信託の中で，地方債のシェアそのものは低いものの急増していることが目を引く。
一方，資金調達面において，貯金が資金源泉のほとんどを占めている反面，共済および経
済活動が停滞気味である。しかし，堅実に思われる経営も信用活動に支えられていることが
わかる。また，定期預金・積金が相対的に減少する反面，普通預金による資金調達が増えて
いることも懸念される。
3-2 農村信用社
2003年，2008年の農村金融改革後，農村信用社組織（農村商業銀行，農村合作銀行，農村
信用社）の概況は，改善している。法人数は35,540から2,411に統合が進む一方，業容の拡
大につれて，債務超過の状況を克服している
9)
。
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表3-2 農業協同組合のバランスシート（負債・純資産) （単位：億円）
(出所) 表 3-1に同じ。
283,652253,966233,993153,145普通預金
913,697856,850788,653720,945貯 金
2013年度2010年度2005年度2000年度
信用・共済雑負債
4,4174,2894,8606,835信用・共済借入金
8,0168,46711,69412,204その他
622,029594,417542,966555,597定期預金・積金
4,239経済支払勘定
3,3523,0952,6143,901共済資金
1,0651,6051,0661,885金融貸方経過勘定
2,9512,0482,4282,823
11,76813,143諸引当金
4,9674,8496,2006,085雑負債
2,6692,2932,8113,461経済受託債務
4,1953,4913,654
3,165──評価・換算差額等
43,63639,56536,92433,227剰余金
15,93915,49215,37714,996払込資本金
9,56310,194
2,8082,8251,7846,240その他
43,33838,31339,87249,243本支所勘定
3,306
1,106,9401,036,836970,81092,5125合 計
51,03748,76252,79958,102収 益
金融組織別・渉農融資残高を見てみると，2007年度末時点の融資残高総額は兆1,151億
元であったが，その構成は国有商業銀行36.4％，政策金融機関21.0％，株式制商業銀行
6.5％，都市商業銀行1.7％，農村合作金融機関34.1％（農村信用社27.4％，農村商業銀行
2.1％，農村合作銀行4.6％），その他0.2％であった。
また，農村合作金融機関による渉農融資は，2009年度の場合，融資残高の65.8％，兆
919億元であった。そのうち，農村貸付残高は兆8,077億元，農家貸付残高は兆6,414億
元であった。しかし，渉農融資以外の貸付も35.2％を占めていた。
渉農融資は依然として農村信用社が中心になっているが，農家以外にも農村部の郷鎮企業
などに貸し出されていることがわかる。しかし，2010年時点の不良債権比率22.6％は，渉農
融資を行っているすべての金融機関の中で最も高く，課題を残したままである。
そこで，農業信用社の行動をバランスシートから，検討することにする。まず，農村信用
社の資産残高を見てみると，次のことがわかる。
）資産欄は，準備資産である中央銀行預け金と現金，収益資産である非金融会社債権
（対企業貸出），その他預金会社債権（対預金取り扱い金融機関貸出），その他居住者部
門債権（対家計貸出。対マイクロビジネス貸出を含む），政府債権（対政府貸出，国債
購入），その他資産などによって構成されている。資産残高（負債・資本残高）は2005
年度の兆1,950億元から2013年度の兆7,074億元へと増加，年平均成長率は13.4％で
あった。
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9) 王雷軒（2013），61−63ページおよび王雷軒（2014），42−44ページによる。
表 3-3 農村信用社のバランスシート（資産) （単位：億元）
(出所) The Peopleʼs Bank of China（2007）および（2014）より作成。
12,1139,4333,3431,899準備金
41212──海外資産
2013年度2010年度2005年度2000年度
991507政府債権
959879552304現 金
11,1548,5542,7901,596中央銀行預け金
1,75714436その他金融会社債権
22,29911,3753,824─その他預金会社債権
721591320中央銀行債券
690772
22,89119,656410─その他居住者部門債権
22,35417,37619,30411,916非金融会社債権
2,277
87,07463,64331,950─合 計
4,3753,1023,791─その他資産
）準備資産のほとんどが準備金であるが，2013年度の総資産の13.9％を占め，2000年度
の6.4倍に増加している。そのほとんどが中央銀行預け金であって，準備金に占めるシ
ェアは2000年度の84.0％から2013年度の92.1％に高まっている。
）主な収益資産は，その他預金会社債権，非金融会社債権，その他居住者部門債権であ
り，2013年度の総資産に占めるシェアは，それぞれ，25.6％，25.7％，26.3％であっ
た。また，非金融会社債権の年平均成長率は5.0％と伸び悩んだのと対照的に，その他
居住者債権とその他預金会社債権の年平均成長率が，それぞれ，65.3％，24.7％と急増
した。なお，海外資産は海外負債と同様，わずかであった。
次に，負債残高から，農村信用社の主な金融商品を検討してみよう。
）負債欄は非金融機関および家計負債（預金），その他預金会社負債（借入金），海外負
債，債券発行と払込資本などで構成されている。
）預金の年平均成長率は12.0％であるが，負債・資本に占めるシェアは，2005年度の
87.8％から2013年度の78.8％に低下している。預金は企業の要求払預金，企業の定期性
預金，家計の貯蓄性預金によって構成されているが，ほとんどが家計の貯蓄性預金であ
る。ちなみに，2013年度の家計の貯蓄性預金が預金に占めるシェアが79.9％，また企業
の要求払預金が16.3％であるのに対して，企業の定期性預金は3.8％にすぎない。
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表 3-4 農村信用社のバランスシート（負債) （単位：億元）
(出所) 表 3-3に同じ。
68,64053,22328,04115,794預金（ブロードマネー）
68,76853,30428,09315,794対非金融機関および家計負債
2013年度2010年度2005年度2000年度
その他負債
1,138889629531中央銀行負債
6,9153,042942─その他預金会社負債
34530876その他金融会社負債
6000─預金（ブロードマネー）
51427─その他預金
1226223─
22,63413,100家計の貯蓄性預金
2,5891,9161,487478企業の定期性預金
11,2129,8833,9212,215企業の要求払預金
00─海外負債
052─譲渡性預金
51829─預金（ブロードマネー除く）
54,84041,425
2,5242,1001,647737払込資本
0000債券発行
0
87,07463,64331,950─合 計
7,3853,999632─その他負債
）その他預金会社負債が負債・資本に占める2013年度のシェアは7.9％と預金に次ぎ，
年平均成長率は28.3％と預金のそれを上回っている。
）中央銀行負債が負債・資本に占めるシェアはその他預金会社に次ぐが，変動が大きい
ことが特徴的である。
）払込資本は，2000年度から2013年度にかけて3.4倍の増加，また9.9％の年平均成長率
を達成している。
上述のことから，農村信用社は業務規模を拡大しているが，家計の貯蓄性預金を主な資金
源として，小規模事業や家計への貸出を重視していることがわかる。資金運用面において，
中央銀行また家計との取引が増えた反面，企業との取引は伸び悩んでいるように思われる。
しかし，その他居住者部門には家計だけでなく，微企業（マイクロビジネス）が含まれてい
るので，比較的規模が大きな企業との取引は小型商業銀行に移る一方，農村信用社は農村部
の家計（農家）と郷鎮企業や微企業との取引を増やしているものと考えることができる
10)
。
資金調達面では，その他預金会社からの資金調達の増加から見て，新型の金融機関の役割
が高くなりつつあること，また中央銀行負債の変動の大きさから中央銀行からの一時的な借
入が行われているものと推測することができる。
農村信用社の年平均成長率は，農協のそれをはるかに凌駕している。農協の準備資産の比
率が高いのと対照的な低い準備率が示唆するように，活発な投資が高い成長率の要因になっ
ているものと推測できる。ただし，農協が預け金のほとんどを信農連に貯金するのに対し
て，農村信用社はほとんどを中央銀行預け金としていることも，特徴的である。
．農業生産の特性と収穫逓増の可能性
農協と農村信用社は協同組織金融機関として共通の役割を果たしている。しかし，農村信
用社はフォーマルな農村金融機関であるため，中央・地方政府，中国人民銀行，政府関係金
融機関のコントロールを受けやすい。そこで，市場メカニズムの機能を高め，地域の活性
化，農業発展を目指した新しい農村金融機関の設立，またインフォーマル金融機関との連携
が進行しつつある。日本においても全国農業協同組合中央会（JA全中）を頂点に置くピラ
ミッド型の協同組合組織が，生産効率の改善とニーズに見合った資金供給を目的とする農協
本来の行動を制約しているため，農協の自主性を尊重した農政が展開されつつある。
もともと，多様な作目を生産する農業は，画一的な組織で対応するのが難しいはずである
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10) ちなみに，2009年時点の農村合作金融機関による小企業向け貸出額のシェアは36.2％であった。
都市信用社49.7％に次ぐ高いシェアは，外資金融機関30.0％，都市商業銀行27.3％，政策性銀行
17.6％，株式制商業銀行12.3％，国有商業銀行8.5％，郵政貯蓄銀行4.9％を上回っていた。笵立君
（2013），128−129ページ。
だけに，これからの農業組織の構築にとって，農業の特性への理解が不可欠である。実際，
日本の場合，大規模な水田作また大規模な養豚・ブロイラー養鶏が，また中国の場合，トウ
モロコシ，米，小麦のような市場での販売を目的とする産業型農業と，両国に共通した小規
模な野菜作や花き作あるいは都会近郊の小規模水田作のような地域に密着した生産を行うコ
ミュニティ型農業が存在していることに着目できる。
しかし，言うまでもなく，コミュニティ型農業と産業型農業の双方は対立的な存在ではな
く併存することになる。両者の関係をイメージする図 4-1を用いて，農業生産様式を考えて
みよう。
О点は農産物の生産開始点を表すが，О点から A点までは，それほど生産が活発化する
わけではなく生産活動準備期とも言える。しかし，A点に至って，コミュニティにおける
技術の改善や人々の連携，協業が行われるようになると，農業生産は B 点まで加速的に増
加する。すなわち，投入物の増加分を上回る生産物の増加が得られる A点〜B点が収穫逓
増領域ということになる。収穫逓増の可能性を高めるのは，絶えざる需要が見込まれる一方
で，コミュニケーションがゆきわたりやすいコミュニティにおいて，人々の創意工夫が生じ
やすい環境が生まれることに加えて，取引コストが低められ，また情報の非対称性が緩和さ
れるからである。
この A点〜B点の収穫逓増領域に O点〜A点の準備期を加えた O点〜B点領域が共同体
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農業生産物 共同体経済 市場経済
生産活動
準備期
収穫逓増期 収穫逓減期 投機活動期
産業型農業
コミュニティ型農業
労働・資本・知識・技術
コミュニティ（共助社会）
０
A
B
C
D E
図 4-1 コミュニティ型農業と産業型農業
(出所) 筆者作成。
経済の領域である。ここでの生産物は，主に地域の人々の消費に向かうものと想定する
11)
。
しかし，さらに規模が大きくなって共同体経済が必要とする量を越えた農産物を提供できる
ようになると，余剰分を販売する市場経済を表す B 点から C 点までの領域に到達すること
になる。B 点を超えた生産経路は，一般的には，生産の拡大につれて資材代，肥料代，種
代，人件費，技術改善コストなどの諸経費を要する割に生産物が増加しない収穫逓減現象が
始まると考えられる。ただし，B 点〜C点は市場経済の領域ではあるが，収穫逓減の程度は
小さい。加えて，安定した需要が存在する一方，生産規模の拡大がそれにつれて生産費用の
高騰を呼ばない場合，破線のように，B 点〜C 点間の収穫逓増現象が生じることもあり得
る。
さらに，供給が拡大して C 点を超えると収穫逓減の程度は大きくなるが，生産規模は D
点まで拡大し続ける。ところが，D点を越えたところから収穫逓減の程度が急速に高まり，
バブル崩壊を表す E点に到達することになる。市場経済の領域では貯蓄が増加していくが，
D点に到達する頃から，農産物の生産に向けた投資ではなく投機的な行動を通じて経常収
益を高めるようになる。特に負債金融への依存度を高めながら不動産・株式投資を行うよう
になると，農業生産効率とキャッシュフロー（資金繰り）を急速に悪化させ，収穫逓減現象
を強め，バブル崩壊点への到達を早めることになる。
上述のように，A点から E点まで生産曲線は拡大する。B 点に位置する市民，農家は共
同体経済と市場経済の双方で活動するが，収穫逓増領域と収穫逓減が始まりながらもその程
度が低い（収穫逓増が続くこともあり得るが）領域によって構成されるコミュニティ（共助
社会）の中心に位置する主役である。主役の利益の向上にとって，次の方策が考えられよ
う。
第に，コミュニティ型農業（A点〜C点）はコミュニティの領域に立脚するタイプの農
業であるので，バブル点に近づいた生産要素をコミュニティ型農業に投入する手段が有効で
あると思われる。すなわち，小規模な野菜作（露地・施設）や花き作などの生産効率を高
め，投資の拡大を通じて地域の雇用と所得を確保する手段が重視されることになる。
さらに，IT化が進んだ今日，海外のコミュニティとの取引にも期待がかかることになる。
海外展開の可能性を有するコミュニティ型農業において，政府に依存することなく，また個
人では難しい事業を，市民・家計と市民グループ，NPO・NGO，農協などの地域金融機関，
中央・地方政府などの協業を基盤として，所得と雇用を実現するコミュニティが重視される
ものと思われるし，実際に，進展しつつある。
第に，大規模な水田作や養豚，ブロイラー養鶏などを対象とした産業型農業（C 点〜D
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点）すなわち市場経済・収穫逓減領域において望まれるのは，バブル点に到達する時期を遅
らせることである。そのために生産効率の向上を通じて収穫逓減の程度を低める一方，実体
経済を重視した，また過度に負債に依存しない経営を行うことである。
しかし，市場経済・収穫逓減の領域である産業型農業にも，技術革新，組織の改革を通じ
て収穫逓増を実現する可能性があることに留意する必要がある。まず，限られた期間である
にせよ，収穫逓増の可能性を C点から D点間に破線を書き入れることができる。たとえば，
Romar, P. の内生成長モデルによれば，知識は限界生産物を逓増させる資本ストックとみな
されるが，私的企業による研究開発活動が経済全体での知識資本の蓄積を導き，持続的な経
済成長を実現することになる。すなわち，ある企業が開発した知識資本は，スピルオーバー
効果を通じて，社会全般に移転し，社会全体の知識資本の水準を底上げする。その結果，別
の企業は，自ら開発した知識資本だけでなく，社会全体の知識資本を活用することができ
る。この知識・技術が労働力と物的資本の効率的な活用を可能にする
12)
。
収穫逓増の期間ないし可能性を拡大することで，Romar, P. の考え方を進めたのが，塩
澤，Yew-Kwang, N., Vazquez-Barquero, A. であると考えることができよう。塩澤と Yew-
Kwang, N. は費用・収益関数の分析を土台にして，市場経済の領域において収穫逓増現象が
常に生じる可能性を指摘する。塩澤は，短期的にはもちろん長期的に見ても，安定した需要
が存在する限り，生産規模の増大によって生産費用が高騰するようなことは生じない。すな
わち，収穫逓減現象は起こらないと主張する
13)
。また，Yew-Kwang, N. は，需要の弾力性
が低い不完全競争社会を念頭において，企業が，常に，収益を拡大する行動を起こす可能性
とそれに基づく収穫逓増の継続性を指摘する
14)
。
さらに，Vazquez-Barquero, A. は，内生発展アプローチを展開することで，イノベーシ
ョンの導入と普及を通じた収穫逓増現象の持続可能性を主張する。それまでの発展政策と異
なる点は，地域に在住する人々の意欲と組織の変革を重視して，それが収穫逓増をもたらす
原動力になると考えることである。その特徴は，①実際の発展には多様な型が存在するこ
とを認め，それぞれの地域に適した発展方式を提唱すること，すなわち，地域のプレーヤー
が主役となるボトムアップ方式の経済発展方式を掲げることにある。②目的に関しては，
大型プロジェクトを掲げ，量的な成長を求めるよりも，絶えず技術革新を誘発する制度の変
化を重視することにある。したがって，複数のプロジェクトを推進することになる。③資
本蓄積過程だけでなく，貯蓄と投資を経済・社会的進歩に導くメカニズムに着目する。その
2015 日本と中国の農業金融改革(岸) 305
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13) 塩澤由典（1998），319−349ページ。
14) Yew-Kwang, N. (2009), pp. 169-176.
際，地方の資源の活用を推奨する。④組織に関しては，中央集権また公的な管理方式では
なく，地域の自立的なプレーヤーの協業に期待を寄せることになる
15)
。
本稿は，この内生発展アプローチに近い考え方をしている。共同体経済と市場経済の双方
で収穫逓増現象が起こることを否定するわけではないが，コミュニティ社会（共助社会）に
おいてより収穫逓増現象が起こる可能性を秘めていると考えている。農業生産において，農
業者を担い手として，市民グループ，地域の企業，地域金融機関，NGO・NPO，地方政府
の協業が収穫逓増型の農業生産を可能にする金融システムを形成していくことになる。
．協業を軸とする改革
本稿が主な対象とするコミュニティ型農業の収穫逓増を実現するためには，投資の拡大を
促す地域密着型金融機関の役割が不可欠である。農業投資の活性化は，手持ちの資本（自己
資本と負債）をどれだけ投資に振り向けるかに掛かるが，新たに投資に振り向ける比率すな
わち再投資─資本比率は，Iを投資，Kを資本，Оを生産物，Pを利潤とすると，再投資─
資本比率（I／ K）を，I／ K＝（О／ K)α（P／О)β（I／ P)γと表すことができる。た
だし，α＋β＋γ＝である。
上述のように，再投資─資本比率（I ／ K）は，資本生産性（О／ K），利潤分配率（P
／О），投資意欲（投資戦略（I／ P））のつの要因によって定まることになる。したがっ
て，農業生産様式の高度化を目指し，加工・販売施設の整備，人材を得ようとして投資を行
うためには，これらの要因のどれかを高める必要がある。
しかし，高齢化の進展に伴って労働力が不足することになれば，利潤分配率と資本生産性
は押さえられがちになるため，投資意欲が投資の鍵を握ることになる。
5-1 市場メカニズム重視型組織の構築
画一的な施策だけでは多様化した農業部門を活性化することが難しいので，市場メカニズ
ムにゆだねざるを得ない。担い手はあくまでも農業者である。そして，それを支える農協や
農村信用社にも市場メカニズムを重視した経営を期待することになる。
農業投資意欲の向上にとって収益率の向上が前提になる。収益率を上げようとすれば，肥
料，飼料，燃料などの購入方法を改善することで農業生産のコストを引き下げるとともに，
穀物，野菜・果実，畜産物などの販売先の周旋，高収益品種の紹介，技術革新へのアドバイ
スを通じて販売高を高める必要がある。この要望に応えることができるのが，農協，農村信
用社など地域密着型の農業関連金融機関であると思われる。その理由は，コミュニティに精
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15) Vázquez-Barquero, A. (2010), pp. 53-79.
通した貸出担当者が持つ「専門家の経済」，貸出と審査を容易に行うことができる規模を持
っている「規模の経済」，他の金融サービスと結び付け，貸出を行う能力を持つ「範囲の経
済」が有効であると思われるからである。
ところが，日本の場合，これまで地域の農家，コミュニティでの貸出に強みを持っている
はずの農協も本来の機能を十分に果たしているとは思われない。そこで，農協を束ねる JA
農中の経営指導が本来の機能を弱めているとの考え方のもとで，2015年月，農協法改正案
が閣議決定されることになった。改正案は，地域農協の独自性と創意工夫を高め，農業の競
争力を強化することにある。そのため，JA全中の指導権をなくし，農協法に基づかない一
般社団法人に転換するとともに，競争力を有する農家が主導する農協組織の形成をねらいと
している。
中国の場合，状況はさらに複雑である。日本の場合，農協を取り巻く課題が民間部門間の
調整によって，かなりの程度，克服可能と思われるのに対して，農村信用社には中央・地方
政府の官僚組織の影響また中央・地方政府間の衝突問題が絡んでいるだけに，解決は容易と
は思われない。
これまでも，協同組合としての特徴を弱め，商業ベースの経営を導入する目的から，2003
年には，農村信用社管理権限を中央政府から省級政府に移す「農村信用社改革を深化させる
実施案」が実施された。しかし，農村信用社と中国農村銀行の経営改善策だけでは農村金融
が不十分であるとして，2006年に，小口融資を重視し，村鎮銀行や貸出会社など地域経済の
実情を重視した新しいタイプの金融機関が設立されることになった。しかし，設立時に商業
銀行の参加が条件になっていたため設立は制約された。そこで，2008年，「少額貸出会社の
施行に関するガイドライン」が発表され，省政府が監督責任を持つことを条件に少額貸出会
社の設立が認可されることになった。
しかし，中国の農村には，固有の課題が残されている。第に，地方政府の財源問題がか
かわっている。インフラを支えるはずの地方政府は，財源を融資平台からの借入や，農地を
廉価で購入して不動産業者に高値で売却する手段に頼ることになった。その背景に，地方財
政の厳しい財政事情がある。中央政府も地方政府もその財源は，①財政収支，②政府系基
金収支，③予算外資金収支のつの項目によって構成されている。中でも，規模が大きい
のが財政収支であるが，中央政府の財政収支は2000年以降黒字財政に変わり，しかも2010年
以降の黒字幅は急拡大している。逆に，地方政府の財政は，1978年こそ黒字財政であったの
が，1990年以降は赤字財政に変わっただけでなく，財政規模の拡大につれて赤字幅が拡大し
ている。
ちなみに，2013年の財政収入は中央政府が兆199億元，地方政府が兆9,011億元であっ
た。しかし，地方政府の財政支出11兆9,740億元は中央政府兆472億元の5.8倍にのぼって
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いた
16)
。ここに，中央政府と地方政府の財政上の不均衡を調整する必要性が生じる。
第に，土地使用権および土地所有権の問題に触れざるを得ない。担保に直結するこの課
題は，農家だけでなく農村信用社の貸出を妨げる要因になっている。韓は，農業生産にとっ
て作目ごとにあわせた中・長期の融資拡大が必要であるが，不十分な抵当資産が必要である
が，不十分な抵当資産がそれを制約してしまっている。それゆえ，抵当としての土地使用権
の活用が望まれると主張している
17)
。
同様に，阮も，農民集団所有とする農村の土地は国家所有の都市の土地と異なって，売買
や譲渡，贈与によって土地所有権の主体を変えることができない。そのため，農民は，事実
上，土地の処分権を持っていないことになる。また，土地収用に当たって，取得原価を基準
としていることに加えて，直接，農家から収用するわけではなく所有権を持つ村民員会ない
し村集団経済組織を通す方法をとっていることが不透明な取引を招く結果になっている。そ
こで，土地収用の範囲の縮小，農家による地価上昇分の享受，都市と農村を統一した建設用
市場構築の必要性を提案している
18)
。
5-2 政府，金融機関，企業，市民グループとの協業
農協と農村信用社に残された課題を克服する手段は，農家を主役とした農協・農村信用
社，企業，市民グループとの協業と思われる。協業が商業ベース事業と相互扶助的事業を両
立させ，また収穫逓増現象を誘発するはずである。
しかし，前述のように，中国の農村には，農家を支援するはずの地方政府の財政事情や土
地制度の問題が横たわっている。また，農村信用社のバランスシートが表していたように中
央政府，中央銀行との取引が多い農村信用社の経営は，農協に比べ，政府および中央銀行の
制約を受けやすい。さらに，日本に比べ，中国の金融システムは間接金融型の色彩が強い上
に債券市場での家計の資金運用が少ないことから，協業の機会が限られることになる
19)
。他
方，市場メカニズムが機能するインフォーマル金融が，農業および中小企業に対して重要な
役割を担っている。
その状況の中で，最も現実的なのは，フォーマル金融とインフォーマル金融の協業である
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16) National Bureau of Statistics of China (2014), pp. 4-5による。ちなみに，日本の場合，2012年度
の一般会計の純計決算額において，国の歳入は107兆7,620億円，歳出は97兆872億円，また地方の
歳入は99兆8,429億円，歳出は96兆4,186億円であった。総務省編（2014），11ページによる。
17) 韓俊（2008），8-14ページ。
18) 阮蔚（2010），8-11ページ。
19) たとえば，2011年度の金融取引表において，証券全体が家計の資金運用に占めるシェアは3.4％
にすぎなかった。The Peopleʼs Bank of China (2014)による。
と思われる。中国政府も，2006年の「社会主義農村建設に関する中央政府国務院の意見」に
おいて，その可能性を示している。同意見書は，①必要であれば私有資本ないし外資を含
め，多種な所有制の地域金融機関（コミュニティ金融機関）の設立を急ぐ必要がある。②
個人，企業法人，集団法人などで設立した少額貸出制度を積極的に育成し，それらの関係部
門の管理方法をすみやかに作成すべきである。③農業の発展に不可欠な資金扶助組織と民
間貸借（インフォーマル金融）の規範を策定する。また，農業保険に関して，地方政府は担
保金・担保機関の設立を通じて，農家および農村中小企業の担保問題を解決すべきであると
いうのが，その主旨であった。
インフォーマル金融機関との協業が有利な理由は，フォーマル金融機関による情報収集作
業に人件費がかさむ状況を，インフォーマル金融機関に委託することで緩和できることによ
る。また，新しく創立された村鎮銀行や農村資金互助社に農家が馴染んでいない状況をコミ
ュニケーションが密な少額貸出業者との協業で緩和できることによる。この方法が一般化す
ると，インフォーマル金融機関である少額貸出業者をフォーマル金融機関の少額貸出会社と
して公認するのが現実的になる。
さらに，担保業務を担う組織ないし機関を設立して，フォーマル金融機関と農家を仲介す
る方法も利用されるようになっているが，この仲介業務に情報収集能力が高いインフォーマ
ル金融が参加することも考えられる。その結果，フォーマル金融機関は担保仲介業者を通じ
て審査コストとリスクを減らすことができるようになる
20)
。
農協の協業は，農村信用社と異なって選択肢が多い。実際，特に土地利用型・産業型の農
業法人は，農協からの借入だけでなく，農畜産物の販売事業，生産事業の購買事業，農業機
械の修理整備・売買，技術指導，経営相談，土地の売買・賃貸借の周旋，共同利用施設・倉
庫の利用などに関し，農協への依存度が高い。それだけに，構成員としての参加，集出荷や
販売などでの協業，作業受委託や機械協同利用，水利施設の保全などでの協力を通じて，地
域農家との関係を強めている
21)
。
これらの協業が行われる理由は，土地利用型の大規模米作の場合，規模拡大による生産コ
スト逓減の程度を超えた米価の下落，また水田，農地にかかる管理コストの上昇というリス
クを抱え，対策を必要としているからである。米の保管・販売を目的とした農協施設の共同
利用の仲介が，その例である。さらに，土地生産性が低い米作の効率を高めるため，農閑期
の水田放牧のような畜産との協業を進める仲介者としての役割も考えられる
22)
。
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20) 朱玉木（2006），222−223ページ。
21) 小針美和（2013），26−40ページによる。
22) 蔦谷栄一（2013），10−19ページ。
しかし，協業は大規模・産業型農業に留まらない。コミュニティ型農業と市民グループ，
金融機関，中央・地方政府との間の協業も考えられる。中国と異なって，直接金融型の官民
ファンドや市民参加型の農業ファンドが活用されるようになっている。
第に，官民ファンドを代表するのは，農林漁業者が主体となって，新たな事業分野を開
拓する事業活動などへの支援を目的とした「農林漁業成長産業化ファンド」である。このフ
ァンドは，2013年に開業した株式会社農林漁業成長産業化支援機構（「A− FIVE」）を通じ
て運用され，次産業化に対して出資などの支援を行っている。資金の流れは，直接的に事
業体（次産業化法の認定事業者）に向けられるルートと地域ファンドと称されるサブファ
ンドを経由する間接ルートがある。しかし，国，地方自治体，食品企業，地元企業，次産
業化パートナー企業，金融機関，農業団体，それに主たる経営者である農林業業者の出資，
また国の貸付金，地域金融機関の融資，さらに地方自治体，ボランタリー・プランナー・
次産業化プランナー，次産業化パートナー企業の経営支援などが活用される
23)
。さまざま
な主体の協業によって特徴付けられるファンドではあるが，規模が小さな農林漁業者であっ
ても，複数の農林漁業者の資本参加が個々の負担をやわらげ，事業の立ち上げそして地域活
性化を促進することになる。
第に，民間部門だけで創設されるファンドとして，民間の金融機関や企業が創生するタ
イプと市民参加型がある。前者の例が南九州の農業や関連産業を支援する「アグリクラスタ
ーファンド」であり，2008年に設立された。鹿児島銀行，株式会社ドーガン・インベストメ
ンツ，地元有力企業がまずアグリクラスターファンド（投資事業有限責任組合）に出資し，
次にその資金が農業法人・中小企業に投資される。主に社債投資の手段によって長期安定資
金が提供されるが，ドーガンおよび出資企業による経営支援も行われ，地域経済の発展を目
指すことになる
24)
。
後者の例は，「Abaco小さな農家応援ファンド」である。ペルーの日系人が作ったアバコ
貯蓄信用協同組合（Abaco）が，パートナーの NGOなどと連携し，地方の小規模農業生産
者・事業者に融資するプログラムをサポートする新しいタイプのファンドである。ミュージ
ックセキュリティーズ株式会社が日本の個人による匿名組合出資を管理し，米州開発銀行の
多数国間投資基金と連携しながら，Abaco を通じて，融資原資を提供するファンドであ
る
25)
。募集は2014年に行われたが，まさしく，コミュニティ発グローバル化の可能性を示唆
している。
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23) 農林水産省ウェブ・ページ「農林漁業成長産業化ファンドの活用に係るガイドラインンの概要に
ついて」。
24) DOGAN（ドーガン）ウェブ・ページ「アグリクラスターファンド」（http://www.dogan. jp/
fund/agri/）。
まず，官民ファンド，次いで，民間ファンドが拡大するものと予想されるが，その展開が
中国の農業行政にとって参考になるものと思われる。
．む す び
日本の農業協同組合（農協）と中国の農村信用社を中心にして，農業部門が抱える問題点
と農業改革のあり方を論じるのが，本稿の目的であった。中国，日本とも農業従業者数が減
っているだけでなく，製造業に比べ，農家の所得の伸びが低く農工間格差が生じている。そ
のため，両国政府も農業部門へのテコ入れを軸にした地域経済活性化政策を実施してきた。
しかし，農協も農村信用社も，農業者の資金需要に見合った資金供給をしているとは思われ
ない。
バランスシートを見てみると，農協の場合，準備資産の比率が高く，貯貸率が低い。反対
に，準備資産の比率が低い農村信用社は，金融機関など農業以外への貸出が多く，農家は，
結局，インフォーマル金融からの借入に依存しているものと推測できる。
この状況を打破するのは，農業収益率の向上，農業者の投資意欲の向上と，資金供給チャ
ンネルの改善である。その可能性を農業そのものの潜在的な収穫逓増現象に求めるのが，本
稿であった。内生的発展アプローチが説くように，組織を重視する本稿は，農業者と中央・
地方政府，金融機関，企業，市民グループとの協業による収穫逓増が実現するものと考え
た。
農業が小規模な野菜作に象徴されるコミュニティ型農業と大規模な米作やコーリャン作に
象徴される産業型農業によって構成され，生産が深化するのにつれて，大規模な生産様式が
ゆきわたるものと考えられる。農業は特に多様な生産様式が存在し得る産業であって，コミ
ュニティ型農業と産業型農業が，当然，併存するはずである。しかし，産業型農業にしても
コミュニティ農業にしても，規模の拡大に伴って，収穫逓減現象が生じ，次第に，その程度
が強まることも否定し難い。そこで，極端な逓減現象領域に陥り収益をカバーすべく投機的
行動が目立つようになったとき，産業型農業に投入される資源をコミュニティ農業に振り向
けることを提案する。
もちろん，収穫逓減領域に入った場合でも技術革新によって収穫逓増現象が生じることも
あり得る。しかし，コミュニティ（共助社会）では，情報の非対称性が起こりにくく，取引
費用も低い上に，技術革新が起こりやすい。本稿がコミュニティ型農業を主な対象としたの
も，収穫逓増逓減の程度がコミュニティ型農業の拡大が地域の雇用の確保と所得の向上に直
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25) ミュージックセキュリティーズ ウエブ・ページ「Abaco 小さな農家応援ファンド」（http:
//www.musicsecurities.com/communityfund/details.php?=a&fid=574）。
接結び付くと思われるからである。
その際，地域内での生産・販売だけでなく，海外の地域との取引を行う可能性を秘めてい
るコミュニティ農業と国内および海外の消費者との仲介役を農協に期待したい。同時に，資
金チャンネルに関しても，官民ファンドおよび民間ファンドの創設に，地域の農業者，市民
との仲介役として加わることを提案する。
農村信用社も，農業生産者の投資意欲を高める必要があるが，農協に比べ，より高い障壁
が立ちはだかっている。農業と地域経済の活性化を成功させるためには，まず，農村信用社
の官僚体質を改め，自主性を高める中央・地方政府の政策が必要であることを提案したい。
次いで，借入に必要な担保として有用な土地使用権の正確な評価システムや市場金利浸透政
策の必要性を提案したい。また，実際には，大企業（国有企業）の資金調達・運用の場とな
っている債券市場が，農家や小規模事業者の参加を可能なものに変わることを望みたい。こ
の意味で，日本の社債市場や地方債市場の展開が参考になるものと思われる。
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